
県政報告

佐藤けいすけ
令和8年第2回定例会は7月13日まで57日間開催されました。知事からは
物価高騰対策のほか、特別自治市構想について改めて反対の表明があり
ました。令和8年度の議会体制も決まり、佐藤は所属した環境農政常任
委員会で質疑等を行ったほか、最終日は会派を代表し討論に立ち、意見
を述べました。詳細をお知らせします。
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厚木市・愛川町・清川村選出神奈川県議会議員

令和8年第2回定例会閉会

■補正予算(その1)約50億900万円 6月15日可決
・物価高騰対策 27億8,124万円
LPガス料金の高騰・特別高圧電力の受電者への支援

・介護及び障害福祉分野の賃上げ等に対する支援
22億2,813万円 等

特別自治市構想 問われる広域行政

53億7,900万円の6月補正予算を可決

津久井やまゆり園事件から10年

かながわ未来を代表し討論に立ちました
7月13日に登壇し、今こそ、県が果たすべき役割や存在意義、そして本県の未来を見据えた行政運営の方向性につい
て、県民に分かりやすく示していくことを求めました。
《討論項目》・根岸住宅地区の返還 ・県防災ヘリコプターの運用体制・GREEN×EXPO2027におけるミュージカル事
業・伊勢原市内で発生した地盤沈下に伴う今後の対策(常任委員会で質疑)・部活動の地域展開・部活動指導員の配置

本年は津久井やまゆり園事件から10年という節目の年ですが、若い世代を中心に事件を知らない方
が徐々に増え、令和7年の調査では認知度が30％を切っています。県は7月25日に追悼式を実施する
とともに、これからの当事者目線の障害福祉を考える「誓いの集い」を開催し、「福祉を科学す
る」観点を踏まえ、当事者や現場の視点を持つ方々と議論を行いました。

けいすけが Pick Up! 

県の見解によると、特別自治市構想は、政令指定都市が県から独立し、県が担う権限や
税財源を移す制度であり、県全体での広域調整や財源確保に支障が生じ、県民生活にも
大きな影響を及ぼす恐れがあるとして、県は法制化に反対する考えを示しています。今
年4月には神奈川県町村会、5月には県内3政令指定都市を除く16市長から法制化に反対す
る要望が提出され、知事も「地域を分断し、県全体の行政サービスに影響を及ぼしかね
ない」との懸念を改めて表明しました。人口減少や物価高騰への対応、災害対策、水源
環境の保全など、一つの自治体だけでは完結しない課題が増える今、県には「なぜ広域
行政が必要なのか」を県民の皆様に分かりやすく伝える説明がさらに必要になります。

■補正予算(その2)約3億7,000万円 7月13日可決
・高等学校等教育改革に向けた体制構築 4,248万円
・周産期医療提供体制の確保に向けた支援 1,000万円等
安全な無痛分娩を提供する体制を確保するため、地域
の根幹病院と麻酔科専門医が常駐していない分娩取扱
施設の連携を進めるモデル事業を実施

神奈川県迷惑行為防止条例の一部を改正する条例 ほか

県からは以下の問題点等が示されています

①住民代表機能への影響 ②総合調整機能への支障 ③財政面での大きな影響 ④施設移転等費用の発生
「特別市」が実現した場合、警察事務・災害対応・広域交通網・水源環境保全・県立学校など
指定都市域など含む住民サービスが低下する

「特別市」を目指す自治体からは水平補完※に対する見解などが示されましたが、具体的な例が示されていないこと
も含め不透明です。佐藤も水源地域について都市部住民への理解を求めてきた立場から、「特別市」に移行した場合
の具体的な事例などをさらに確認し、県民に提示することなど今後も県としてできることを最大限求めていきます

神奈川県の見解

※水平補完：特別市が持つ専門的知見
や費用等を周辺自治体へ提供すること



本紙を通して県政の一端を少しでも身近に感じていただけたら幸いです。
ご意見があればお寄せください。

佐藤けいすけ
事務所

〒243-0014厚木市旭町1-21-12三紫ビル2-B
support@sato-keisuke.com 

TEL 046-280—5919 FAX 046-280-5916 

環境農政常任委員会

かながわ森林基金条例の廃止 影響を問う
県はこれまで「かながわ森林基金」を活用し、優良林の取得・整備や県民参加による森林づく
り(県民運動)を進めてきた。運用益を活用する形から基金を取り崩す形に変更していたが、基
金残高が無くなる令和8年度末に基金を廃止し、これまで基金を充当していた事業は、今年1月
に策定した「かながわ水源環境保全・再生基本計画」に位置付け、継続する報告があった。

県民運動の拠点の1つ清川村「札掛森の家」廃止の経緯と今後について県の考えは

「札掛森の家」は過去に森林基金を充てており、廃止することで森林の役割を考える機会が減少すると考えます。
また、森林基金は名称がわかりやすく寄附実績も多いため、廃止後寄附が減らないよう配慮を求めました。

Ｑ

Ａ 維持管理費に加え老朽化に伴う大規模な改修費が必要となり貸付期間満了の3月で廃
止した。除却後も企業や団体と連携して行う森林整備や自然再生事業は継続していく。

伊勢原市内で地盤沈下が発生 今後の対策は
伊勢原市成瀬地区で地下水採取が原因と考えられる地盤沈下が発生。県は地下水を主要な水道水源とする10市町の
地下水涵養や地下水位のモニタリング等に対し財政的支援を行い、水利用に影響がない水位を維持しているが、今
回のような局所的な大量取水による地盤沈下は地下水涵養だけでは防ぐことが難しいとの認識が示された。

Ｑ
半導体工場やデータセンターなど大量に水を利用する企業の進出も見込まれる中、熊本県など地下水保全のた
め規制や対応を強化している例もあるが、企業誘致を所管する部局と連携し、今後どのように取り組むのか。

本県は水道水源に占める地下水の割合が5％程度と低いため、生活環境保全条例により地下水採取規制を行っ
ている。企業誘致などにも影響を及ぼすため、過剰に規制することがないよう十分な検討が必要である一方、

地盤沈下を発生させないために事業者が配慮すべき事項をまとめ、未然防止の取組みを促す自主管理的手法の導
入も検討する。新たな制度を導入する際は、企業誘致部局や市町村とも連携し、制度をしっかり周知していく。

本県の豊かな地下水は大きな強みですが、企業誘致によって地盤沈下が生じれば、企業と地域双方にとって望ま
しい結果にはなりません。今回の事案を契機に、企業誘致部局とも連携し、積極的に周知するよう求めました。

未来社会特別委員会

地域交通と観光を一体で考える

人口減少や高齢化、運転手不足により、県内では路線バ
スの減便が進んでおり、令和6年度末のバス運転者数は
ピーク時から約1割減の約8,400人となり、運行便数も1年
間で約4％減少しました。県は、利用者の少ないバス路線
について小型車へ転換する費用等を市町村に補助してい
ます。一方で、県は「神奈川観光連携エリア推進事業」
により、市町村や交通事業者などと連携し、観光客の周
遊促進や滞在時間の延長に向けた取組を進めています。
住民の移動と観光客の移動は密接に関わるにもかかわら
ず、交通と観光が別々に進められている現状があります。
住民の利便性向上が地域経済の活性化にもつな
がるとの視点から、地域交通と観光を一体的に
捉えた施策を進めるよう求めました。

県政調査で鹿児島県を視察

地域の総会等に伺い、県政情報の
共有やお声を伺っています。
また、来年度予算に向けて、各種
団体や自治体の要望事項について
とりまとめを行っています。

●フードバンクかごしま
「自立可能なフードバンク運営を目指した
仕組みづくり」

●徳之島町役場
「遠隔教育及び地域包括ケアシステムの取
組み」

●鹿児島市役所
「教育DXの推進」

Ａ

資材高騰と猛暑に備える農業技術の普及に向けて
これまで夏の猛暑など気候変動に対する遮熱効果のある農業資材の導入などに取り組んできた
が、経済情勢や気候変動など環境変化が早く、その影響も大きくなっていることから、これま
で以上に迅速な対応が必要と県は認識。具体には、石油資材の使用量削減に加え、雑草の発生
抑制や高温による果実の品質低下を防ぐ効果も期待し、石油由来のビニールマルチの代替技術
としてカボチャ栽培で大麦を緑肥として活用する「リビングマルチ」の試験を実施している。

高温に強い水稲新品種「にじのきらめき」は今年度どの程度導入が進んだのか。
また今後の見込みは。

今年度から本格栽培を開始し、県全体の水稲作付面積約2,840haのうち約260ha(約1割)
で作付けされている。県内6か所に展示ほを設置し、暑さに強く収量が多いことを実証

するとともに、栽培暦の普及を進め、今後も栽培面積の拡大が見込まれている。

Ｑ

Ａ 出典：県参考資料
奨励品種「にじのきらめき」

について(一部加工)

令和８年度
所属委員会

副委員長を拝命しました

永井議員が質疑

建設・企業常任委員会において既存の路線バス運転手の
有効活用に向けた取組について質疑を行っています

要望事項のとりまとめを実施

県からの報告

県からの報告

代表質問から

札掛森の家
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